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研究要旨

全国 32 の水道事業体へのアンケート調査により、実際の現場で自動監視装置を用いた

水質管理方法及び水質データの利活用状況について調査し、課題を抽出した。事業体の規

模や、水源を汚染する恐れのある物質、浄水処理方法が異なることから、安心して飲める

水を安定供給するために様々な水質を連続監視していた。特に濁度・pH・残留塩素濃度は

9割以上の事業体で測定され、運転管理上及び危機管理上重要とされていた。一方で、デ

ータの利活用は事業体間で差があり、特にデータを利活用していない事業体も多かった。

自動監視装置導入の課題としては、導入費用や維持管理費用がかかる、測定精度が低い、

維持管理の煩雑化、設置スペースの確保が挙げられた。以上から、連続測定データの利活

用の推進及び自動監視装置の更なる開発促進が日本国内の水道事業の基盤強化につなが

ると考えられた。 

Ａ．研究目的

現在、水道分野では、水質（代替）指標項

目の連続測定、深層学習等による早期水質

予測、小型で省スペースな水質センサーと

いった、先端的な技術が開発されている。こ

のような連続測定に係る新技術を水道水源

から給水末端に至る水質管理に活用するこ

とで、少ない技術系職員数でも効率的で高

度な水質管理が可能になると考えられる。

しかし、自動監視装置の導入状況は事業体

によって異なることから、連続測定データ

の利活用に関する実態把握が求められてい

る。そこで本年度は、自動監視装置を用いた

水質管理の実態把握及び水質データの利活

用について、全国の水道事業体に対しアン

ケート調査を行い、その回答から現状及び

課題を明らかにすることを目的とした。

Ｂ．研究方法

アンケートは電子データで作成し、電子

メールにて全国の水道事業体に配布した。

対象事業体は、地域に偏りがないよう絞り

込んだ 32 事業体（日本の総人口の約 43%の

給水人口）とした。

アンケートでは、(1)自動監視装置による

連続測定の実施状況や今後の計画等につい

て、(2)自動監視装置により得られた水質デ

ータの利活用について調査した。

(1) 自動監視装置による連続測定の実施状

況や今後の計画等 

自動監視装置によって測定していると考

えられる、水温、濁度、残留塩素濃度などの

水質 18 項目について、測定場所、測定頻度、
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重要度、水質面の課題や運用上の課題など

を調査した。重要度は、選択肢を大中小とし

て質問し、大 3・中 2・小 1 として、測定事

業体あたりの重要度平均値を算出した。ま

た、導入の予定または導入の予定はないが

検討をしている水質、将来的な技術開発に

対し期待することを調査した。

(2) 自動監視装置により得られた水質データ

の利活用 

連続測定している水質項目のうち特に重

要と考える水質項目を調査し、併せてその

理由も利用目的とともに調査した。さら

に、水質データの解析や水質予測等への活

用事例の有無についても調査した。

Ｃ．調査結果

(1)自動監視装置による連続測定の実施状況

や今後の計画等 

表 1 に各水質項目における測定事業体数

を示した。原水、処理工程水、給配水におい

て、自動監視装置により全く連続測定して

いないという事業体は少なく、特に給配水

ではアンケートの対象とした 32 事業体全

てで何らかの水質を連続測定していた。測

定水質項目数の平均は、原水で 6.7 項目、処

理工程水で 4.8 項目、給配水で 4.3 項目であ

った。連続測定している水質項目は原水に

おいて、濁度・pH・水温・電気伝導度の順

に多かった。処理工程水においては、残留塩

素濃度・濁度・pH・水温の順に、連続測定

されている水質項目が多かった。給配水に

おいては、残留塩素濃度・濁度・pH・色度

の順に、連続測定されている水質項目が多

かった。

表 1 各水質項目における測定事業体数

表 2 に各水質項目における重要度の平均

を示した。重要度については、運転管理上は

残留塩素濃度・濁度・pH、危機管理上は毒

物・油分・濁度の重要度が高くなっていた。

表 2 各水質項目における重要度平均

データの測定頻度は事業体や水質により

回答にばらつきがあった。データの保存頻

度についても同様にばらつきがあったが、

いずれも測定した全てのデータを保存せず、

頻度を下げて保存していた。

事業体が水質について抱える課題につい

ては、各水質で様々な意見が挙げられた。特

に重要度の高いという回答の多かった濁度

については、原水では高濁度への対応、処理

水質項目 原水 処理工程水 給配水

濁度 30 29 26
pH 30 28 22
水温 27 13 17
電気伝導度 24 7 13
アルカリ度 19 4 4
油分・油膜 15 0 0
毒物（バイオセンサー等） 13 2 0
アンモニア態窒素 10 2 0
溶存酸素 7 5 0
塩素要求量 7 3 0
カビ臭物質濃度 7 2 3
色度 4 7 19
残留塩素濃度 0 30 32

測定事業体数（N=32）

水質項目 運転管理 危機管理
濁度 2.97 2.90
pH 2.87 2.52
水温 2.20 1.54
電気伝導度 2.27 2.15
アルカリ度 2.39 2.16
油分・油膜 2.46 2.93
毒物（バイオセンサー等） 2.55 3.00
アンモニア態窒素 2.50 2.20
溶存酸素 1.90 1.80
塩素要求量 2.75 2.38
カビ臭物質濃度 2.86 2.57
色度 2.26 2.11
残留塩素濃度 3.00 2.88

重要度平均
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工程水及び給配水では測定機器のメンテナ

ンス（異常値や気泡による誤差等）が課題と

感じている事業体が多かった。pH の課題は、

原水 pH 変化に伴う凝集不良やモルタルラ

イニング配管による水温上昇時の pH 上昇

を課題とする事業体が多かった。残留塩素

濃度の課題は、指示値と実測値の誤差、機器

校正等のメンテナンス、水温による残留塩

素濃度の変化を課題とする事業体が多かっ

た。

導入を予定しているまたは導入予定はな

いが希望する水質項目について調査した結

果、毎日検査の省力化や安定した管理のた

め残留塩素濃度や濁度の連続測定を導入検

討している事業体が確認された。また、臭気

物質を機械で連続測定することで、省力化

及び人の感覚に頼らない検査を目指す事業

体や、紫外線吸光度で送水過程での残留塩

素濃度予測を検討している事業体があった。

導入の課題として、導入費用や維持管理

費用が多くかかること、校正等の保守点検

作業の増加すること、測定精度が低いこと、

設置スペースの確保ができないことが挙げ

られた。

将来的に望まれる技術開発として、原水

や処理工程水において臭気を連続測定する

ことで適切に粉末活性炭処理を行うことが

望ましいと 5 事業体から回答があった。さ

らに、検査の担い手不足から、水道水質基準

全てを自動測定できるようにしてほしいと

いう意見や、小規模配水系においても装置

による毎日検査を実施できるよう、安価な

装置を開発してほしいを開発して欲しいと

の意見もあった。

(2)自動監視装置により得られた水質データの

利活用 

連続測定している水質項目のうち特に重

要と考える水質項目は、原水では濁度と pH、

処理工程水及び給配水では残留塩素濃度と

濁度と pH であった。その理由は、ろ過池の

運転管理や各種薬品注入率の決定に濁度、

pH、残留塩素を利用しているからであった。

一部事業体からは、原水において毒物やシ

アンの連続測定を危機管理に使用している

ため重要であるとの回答もあった。

表 3 に測定データの利活用状況を示した。

測定データは、残留塩素濃度やカビ臭物質

濃度等の水質予測や、水質異常の早期発見、

活性炭や凝集剤等の注入率の決定に使用さ

れていた。13 事業体からは特に活用してい

る事例がないとの回答であった。

表 3 測定データの利活用状況

測定したデータの閲覧については、一部

職員のみ閲覧できる、専用端末等でのみ確

認できる、パスワードを設定し管理してい

る、といった管理をほとんどの事業体で行

なっていたが、特に制限を設けていないと

いう事業体も確認された。

データの保存期間は、5 年や 10 年が最も

多く、中には永年保管しているという事業

体が確認された。また少数意見として、HDD

の容量がいっぱいになったら古いデータか
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ら消えていく設定や、特に保管期間を設定

していないという回答もあった。

データの保存媒体は、多くが HDD やファ

イルサーバーにデータを保存していたが、

中にはオンラインストレージを利用してい

る事業体や紙媒体のみで保存という事業体

もあった。

Ｄ．考察

(1)自動監視装置による連続測定の実施状況

や今後の計画等 

自動監視装置は全国の水道事業体で導入

され始めており、濁度・pH・残留塩素濃度

については多くの事業体で導入されている

と推察された。ただし、今回のアンケートは

中大規模事業体を対象としているため小規

模事業体の実態については把握できていな

い。また、導入費用や維持管理費用が課題と

の回答が多く、安価でメンテナンスフリー

な自動監視装置の開発が望まれていると考

えられた。

自動監視装置の汎用性の高い水質予測モ

デルの開発に当たっては、多くの事業体が

連続測定しており、かつ重要度の高い残留

塩素濃度、濁度、pH を目的変数にすべきで

あると考えられた。また、説明変数として

は、上記 3 項目に加えて水温も利用可能と

考えられた。

7 事業体ではカビ臭物質の自動監視装置

を導入していた一方で、5 事業体からは将来

的に望まれる技術開発としてカビ臭物質の

自動監視が望まれると回答があった。導入

の課題として導入費用・維持管理費用・測定

精度・維持管理が挙げられたが、すでに実装

化された技術であるという情報が現場に届

いていない可能性も考えられた。

(2)自動監視装置により得られた水質データの

利活用 

自動監視装置で測定されたデータには、

濁度、pH、残留塩素濃度のように、水質予

測や水質異常の早期発見、活性炭や凝集剤

等の注入率の決定のように浄水のプロセス

制御に使用されるものと、水温や色度のよ

うに、日常検査の手間を省くために導入さ

れたため現状では活用できていないデータ

があると考えられた。また、これらのデータ

の多くは 5 年以上電子データとして各事業

体が保存していることが明らかとなったた

め、機械学習等による水質予測に用いるこ

とができると考えられた。

Ｅ．結論

アンケート調査に基づき、実際の現場で

自動監視装置を用いた水質管理方法及び水

質データの利活用について調査し、課題点

を抽出した。自動監視装置による水質測定

は多くの事業体で進んでおり、特に濁度・

pH・残留塩素濃度が測定され、かつ日常の

管理でデータを利用しており重要と認識さ

れていた。測定データを水質予測の解析に

用いることで、データ活用がさらに推進す

るものと考えられた。データの利活用が進

んでいる事業体と進んでいない事業体とで

分かれており、また測定された全データが

活用されていないこと明らかとなった。自

動監視装置の導入の課題としては、導入費

用や維持管理費用がかかる、測定精度が低

い、維持管理の煩雑化、設置スペースの確保

が挙げられた。つまり、小型、安い、維持管

理の手間が少ない、測定精度が確保されて

いることが望まれていた。
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アンケート結果から、連続測定データの

利活用の推進及び自動監視装置の更なる開

発促進が日本国内の水道事業の基盤強化に

つながると考えられた。

Ｆ．研究発表 

1.論文発表 

  （該当なし）

2.学会発表 

 （該当なし）

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む）

1.特許取得 

（該当なし）

2.実用新案登録 

（該当なし）

3.その他 

（該当なし）
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